
 

 

 

 

 

 

災害発生時における物資の輸送及び集配拠点等の 

運営の協力に関する協定を締結 
 

１ 目 的 

尼崎市は、令和６年能登半島地震発生時に物資の輸送手段の不足等により物資集積拠点

から各避難所への物資が届けられなかったことを教訓として、この度「災害発生時におけ

る物資の輸送及び集配拠点等の運営の協力に関する協定」を締結します。 
 

２ 協定相手方 

  福山通運株式会社阪神支店（尼崎市西長洲町３丁目２番 33号） 

 

３ 協定締結式 

日時：令和７年 10 月６日（月）午前 11時 30 分～正午  

場所：尼崎市役所 南館２階 市長室 

 

４ 協定内容 

 ⑴ 同社の物流施設を集配拠点等として開設すること 

 ⑵ 物資の荷下ろし、仕分け、積込み、物資の一時保管、配送等 

 ⑶ ⑵に必要な人員または資機材の貸与 

 ⑷ 物資の輸送管理等に関する助言、指導等 

 ⑸ 尼崎市内の備蓄拠点、集配拠点等から避難所等への物資輸送 

 ⑹ 避難所等から物資を在宅避難者等への配送 

 

５ 協定書 

  別紙のとおり 

令和７年９月 30日 

所 属 災害対策課 

所属長 清水 計秀 

電 話 06－6489－6165 

福山通運株式会社阪神支店 

以 上 

 



 
 

災害発生時における 物資の輸送及び集配拠点等の運営の協力に関する 協定書 

  

尼崎市（ 以下「 甲」 と いう 。） と 福山通運株式会社阪神支店（ 以下「 乙」 と いう 。） は、

災害発生時における 物資の輸送及び集配拠点等の運営の協力について、次のと おり 協定

を締結する 。  

 

( 目的)  

第１ 条 こ の協定は、 災害発生時において、 甲が乙と 協力し て、 物資を迅速かつ円滑に

被災地や避難所等に供給する ために必要な事項を定める も のと する 。  

 

（ 用語の定義）  

第２ 条 こ の協定において、 次の各号に掲げる 用語の意義は、 当該各号に定める と おり

と する 。  

 ⑴ 災害 災害対策基本法（ 昭和 36 年法律第 223 号） 第２ 条第１ 号に規定する 災害

をいう 。  

 ⑵ 災害発生時 尼崎市内で災害が発生し 、若し く は尼崎市外の地域で災害が発生し 、

又は災害が発生する おそれが生じ たと き を いう 。  

 ⑶ 集配拠点等 災害発生時に必要な物資を被災地や避難所等に供給する ため、甲と

乙が協力し て運営する 施設で、 物資の荷卸し 、 仕分け、 積込み、 物資の一時保管、

配送等を一括し て行う 機能（ 以下「 荷捌き 機能」 と いう 。） を 備えたも のをいう 。  

 ⑷ 避難所等 避難所その他災害の被災者の救済につながる 場所で甲が指定する も

のをいう 。  

 ⑸ 備蓄拠点 尼崎市内で防災に関する 物資及び資材を備蓄し ている 施設を いう 。  

 ⑹ 在宅避難者等 災害で被災し た者で、災害発生時に居住し ていた住宅その他当該

住宅の周辺の空地等で生活する 者をいう 。  

 

（ 協力の内容）  

第３ 条 こ の協定において、 甲が乙に要請する 協力の内容は次のと おり と する 。  

⑴ 乙が保有する 物流施設を 集配拠点等と し て開設する こ と 。  

⑵ 甲が保有する 施設を集配拠点等と し て開設する 場合において、荷捌き 機能の実施

に必要な人員を派遣し 、 こ れに必要な資機材を甲に貸与する こ と 。  

⑶ 集配拠点等を甲と 連携し て運営する こ と 。  

⑷ 災害発生時に甲が設置する 救援物資対策チームへ人員を派遣し 、物資の輸送管理

等に関する 助言、 指導等を 行う こ と 。  

⑸ 尼崎市内の備蓄拠点、 集配拠点等から 避難所等へ物資を輸送する こ と 。  

⑹ 避難所等から 物資を在宅避難者等へ配送する こ と 。  

 

別紙 



 
 

（ 協力の要請）  

第４ 条 甲は、 乙に前条に定める 協力を要請する と き は、 乙に要請書（ 様式第１ 号） を

提出する こ と によ り 行う も のと する 。 ただし 、 要請書を提出する 時間的余裕がないこ

と が明ら かである と き は、口頭で要請し 、その後速やかに文書を提出する も のと する 。 

２  乙は、 前項の規定によ り 甲から 要請を受けた時は、 可能な限り その実施に努める も

のと する 。 ただし 、 乙が被災状況等によ り 協力が困難と 判断し た場合は、 こ の限り で

ない。  

３  乙は、 甲から 第１ 項の規定によ る 要請を受け、 前項の規定によ り 対応し た場合は、

その内容を報告書（ 様式第２ 号） によ り 甲に報告する も のと する 。 ただし 、 文書をも

って報告する 時間的余裕がないこ と が明ら かである と き は、 口頭で報告し 、 その後速

やかに文書を提出する も のと する 。  

 

（ 費用負担）  

第５ 条 前条第１ 項の規定によ る 協力の要請に基づき 乙が実施し た業務に係る 費用に

ついては、 災害発生時の直前の適正価格を基準と し て、 甲、 乙協議の上決定し 、 甲が

負担する も のと する 。（ こ の場合において、 必要がある 場合は、 甲， 乙協議の上、 適

正価格の算定について別に覚書を取り 交わすも のと する 。）  

２  甲は、 乙から 前項の規定によ り 決定し た費用の適法な請求があった時は、 その内容

を確認し 、 速やかに費用を乙に支払う も のと する 。  

 

（ 連絡責任者の選任）  

第６ 条 甲及び乙は、 こ の協定に基づく 甲に対する 乙の支援が円滑に行われる よ う 、あ

ら かじ め連絡責任者を定める も のと する 。  

 

（ 損害補償）  

第７ 条 こ の協定に定める 業務の実施によ り 第三者に損害を与えた場合（ 民法第７ ０ ９

条に規定する 要件を満たす場合に限る 。） には、 その損害の帰責事由のある 者が損害

賠償責任を負う も のと し 、 帰責事由を 負う 者が不明な場合は、 甲、 乙協議の上、 その

第三者への賠償に係る 事務を 行う 者を 決定し た上で、 対処する も のと する 。  

２  甲、 乙のそれぞれに属する 人員に損害が発生し た場合の補償については、 甲、 乙そ

れぞれの補償に係る 規程に基づき 補償を行う も のと する 。  

 

（ 第三者への業務の委託）  

第８ 条 乙は、こ の協定に定める 業務の全部又は一部を第三者に委託する こ と ができ る 。

こ の場合において、 乙は、 委託先の行為について自ら が当該業務を遂行し た場合と 同

様の責任を負う も のと する 。  

 



 
 

（ 防災訓練等への参加）  

第９ 条 乙は、 その業務に支障のない限り 、 甲の主催する 防災訓練及び会議への参加に

努める も のと する 。  

 

（ 秘密の保持）  

第 10 条 甲及び乙は、 こ の協定に基づく 業務によ り 知り 得た情報（ 以下「 秘密情報」

と いう 。） を第１ 条に掲げる 目的以外の目的で使用し てはなら ない。 ま た、 秘密情報

を相手方の事前の承諾を得ずに第三者に開示又は漏洩し てはなら ない。  

 

（ 有効期間）  

第 11 条 こ の協定の有効期間は、 協定締結の日から 令和８ 年３ 月３ １ 日ま でと する 。

ただし 、協定期間満了 1 か月前ま でに甲又は乙のいずれかから 解消又は変更の申出が

ないと き は、 有効期間を １ 年間更新する も のと し 、 その後においても 、 同様と する 。 

 

（ 定めのない事項等の処理）  

第 12 条 こ の協定に定めのない事項及びこ の協定に疑義が生じ たと き は、 甲、 乙協議

の上処理する も のと する 。  

 

 

本協定の締結を証する ため、 本書２ 通を 作成し 、 甲乙押印の上、 各１ 通を 保有する 。 

 

令和７ 年 10 月６ 日 

 

尼崎市東七松町１ 丁目 23 番１ 号 

甲 尼崎市 

代表者 尼崎市長  松 本  眞 

 

尼崎市西長洲町３ 丁目 2 番 33 号 

乙 福山通運株式会社阪神支店 

支店長       木 村  智 介 

 

 

 

 

 

 

 



 
 

様式第 1 号（ 第３ 条第１ 項関係）  

第     号 

令和 年  月  日 

物資の輸送等に係る 協力要請書 

 

      様 

（ 要請者）  

尼崎市災害対策本部長（ 尼崎市長）  

 

 

「 災害発生時における 物資の輸送及び集配拠点等の運営の協力に関する 協定書」 に基

づき 要請し ま す。  

 

１  協力の内容 

 

 

２  災害の状況 

 

 

３  協力を必要と する 理由 

 

 

４  協力を必要と する 期間 

 

年 月 日 ～  年  月  日 

 

５  担当者の氏名及び連絡先 

 

 

６  その他必要な事項 

 

 

 

尼崎市災害対策本部 

所属班 

担当者 

電話番号 



 
 

様式第２ 号（ 第４ 条第３ 項関係）  

令和 年 月 日 

 

 

物資の輸送等に係る 協力報告書 

 

 

 

年  月  日付  第   号の物資の輸送等に係る 協力要請書によ り 次のと

おり 協力し たこ と を報告し ま す。  

 

１  協力の内容 

 

 

 

２  協力を実施し た期間 

 

年  月   日  ～   年   月   日 

 

３  担当者の氏名及び連絡先 

 

 

 

４  その他必要な事項 


